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本日の報告内容
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I. 本研究の背景と目的

II. 2014年度の研究成果

1. 各国庁電子出願システムの動向調査
 主要国（５大庁＋WIPO）の電子出願システム

2. 各国庁書類・項目対照表の作成
 新興国の庁書類・項目の検証
 庁書類・項目のコード化の意義

3. WIPO標準
 主要国以外の電子出願状況
 各国庁電子出願システムとWIPO標準

III. ステークホルダへの意見発信
1. ５大庁の取組み（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾄﾞｼｴﾀｽｸﾌｫｰｽ［GDTF］）

IV. まとめ



I. 本研究の背景と目的
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本研究の背景①
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出願案件のステータス、庁指令内容、及び庁への応答期限日等を
正確かつ遅滞なく把握し、自社出願件を間違いなく権利化し権利維持する

【企業内の知財管理システムに求められること】

各国発行の庁書類等から必要情報（原典/書誌情報）を、

精度よくタイムリーに取得・管理し、関係者に提供する
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書類様式や電子化

方法が異なる

言語が異なる
（非英語圏の増加）

外国案件のデータを

自社知財管理システムに

取り込む負荷が大きい
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本研究の背景②

・日本の出願人が、日本案件の知財情報を自社知財管理システムに電子的に
取り込むことは、JPO電子出願システム（XMLﾌｫｰﾏｯﾄ）の利用等により可能

・外国案件については、各国毎に書類様式や電子化方法が異なることから、知財
情報の電子的流通が十分な状況にない

外国出願の増大



本研究の目的

庁情報取込効果
・入力工数削減
・システム対応コスト削減
・情報精度向上

グローバルでの知財情報の電子的流通の活性化

庁間情報共有効果
早期権利化による
・活用期間増大
・管理期間＆コスト削減

統一様式で
電子手続き

統一様式の電子
庁書類、公報等、

書誌情報

出願人

各国特許庁

代理人

電子データによる
書誌・庁書類の取込

引例、公報は
番号のみ通知

各国特許庁間で
審査情報共有

各国庁の書類及び項目の共通化、ｺｰﾄﾞ化の可能性を検討

＜庁情報取込に必要な各国書類・項目対照表を作成＞
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「交通ルール」の
確立が必要！



各国庁書類及び提出書類の調査
 ５庁+WIPOの主要書類・主要項目の調査（2013年）

各国庁電子出願システムの動向調査

書類及び項目のコード化・共通化
 新興国の庁書類及び提出書類の調査・検証
 各国書類・項目対照表/コード化案の作成
 特許事務所、情報プロバイダへのヒアリング

電子流通網の交通ルール確立
 特許庁プロジェクトに関する意見交換（2013年～）
 庁間連携による手続の簡素化を要請

庁
情
報
取
込

庁
間
連
携

2014年度 本研究の進め方
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II. 2014年度の研究成果

1. 各国庁電子出願システムの動向調査
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調査対象
主要国： 5庁（JP, US, EP, CN, KR）+ WO の詳細調査

○出願、中間、年金納付で使用されているサービスの確認

○出願、中間業務とサービスのマッピング

○代替サービスの利用可能性の確認

主要国以外の電子出願システムの動向調査

調査方法
各国特許庁のＷｅｂサイトからの情報収集

代理人へのヒアリング

出願ソフトの現物確認

(インストールによるプログラムと一部の動作確認まで。実運用による検証は行っていない)

調査方針
出願、中間、年金納付の各業務毎に、使用するサービスと業務プロセス

（操作手順、データの抽出方法を含む）を整理する

中間処理手続きに関してはさらに通知、受信、提出に細分化
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各国庁電子出願システムの動向調査

グローバルでの知財情報の電子的流通の基盤となる

各国庁電子出願システムの動向調査を実施
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各国庁電子出願システムの動向調査

業務内容 機能・制限 JP US EP KR WO CN
出願、審

査請求

接続サービス名

（ソフトウェア

名）

インターネット出願ソフト EFS-Web eFiler

（Webブラウザ、Java Applet）

Online filing (Version 5.08)

（PCアプリ）

특허청 특허로 (特許庁 特許

路)

http://www.patent.go.kr/porta
l/Main.do

PCT-SAFE (PCクライアントソフ

ト)

ePCT (Webサイト/試行版)

CPC

（PCアプリ）

日本から利用可否

／利用条件

可能／電子証明書を有する国内

在住者

可能／有資格者のみ EPOから発行されたsmartcardが必要不可 可 不可

提出書類の作成・

フォーマット

出願書類をインターネット出願

ソフトに取り込んで、エラー

チェックをする。

エラーが無ければフォーマット

変換される。

WORD、PDFで作成（書式ガイドあ

り）

提出前にフォーマット検査

明細書：PatXMLで作成。

願書用フォーム：EP(1001E2K)

その他（異議以外）のフォー

ム：EP(1038E)

異議用フォーム：EP(Oppo)

統合明細書作成ソフト(NK-

Editor)を使用して作成し、提出

前にXMLに変換する。

テンプレートに必要事項を入力

することで作成可能。XML、PDF

WORDのマクロ付テンプレートで

アップするとXMLに変換した状態

でアップされる機能あり
以前に作成した別出願をコピー

し、適宜修正して別保存するこ

とも可能。

CPCアプリ上で、テンプレートに

必要事項を入力することで作成

可能。または別途WORD、PDF等で

作成したファイルをアップロー

ドすることも可能。

CPCアプリが内容をチェックし庁

提出フォーマットに変換する。

特許庁への書類の
提出

インターネット出願ソフトから
アップロード

EFS-Web からアップロード Online filingのFile Managerか
らアップロード。

統合明細書作成ソフト(NK-
Editor)の操作？

ソフト／ブラウザからでイン
ターネット経由

CPCアプリからアップロード

提出書類の受領確

認

受領書が戻ってくる（提出単位

で）

アップロードから数分後に電子

レシート（日付、時間、EFS証明

番号、出願番号、確認番号）
※1時間後にはPrivatePAIRに現

れる

receipt.pdfおよびxmit-

receipt.xml

受領書（PDF形式）が返ってくる

リスト画面に出願番号等が付与

される

受領書（XML形式）が返ってくる

→現物は未確認

庁発送書類の種別

識別

ファイル名 IFW Document Code ダウンロードしたファイル名称

では識別不可

ファイル名では識別できなさそ

う → ZIPを解いて中のlist.xml
を読み取ることで可能

書類の左下にある６桁の数字は

書類フォーマットコード

書類提出単件こと
提出or複数件一括

提出可能？

一括提出可 １件ごと 一括提出可能 単件 たぶん可能（複数IFというメ
ニューがある）

※2014年度 情報システム委員会 第1小委員会調べ

主要国（５大庁＋WIPO）の電子出願システム ＜出願業務に関する機能＞



業務内容 機能・制限 JP US EP KR WO CN
中間処理 接続サービス名

（ソフトウェア
名）

「出願」に同じ e-Office Action

(Private PAIR)

Mailbox(庁発送書類の受領）

(http://www.epo.org/applying/
online-services/mailbox.html)

書類の提出は「出願」に同じ

ePCT (Webサイト/試行版) 「出願」に同じ

日本から利用可否

／利用条件

可能／電子証明書を有する国内

在住者

可能／要電子証明書／有資格者のみ「出願」に同じ 「出願」に同じ 「出願」に同じ 「出願」に同じ

提出書類の作成・
フォーマット

「出願」に同じ おそらく「出願」に類似 「出願」に同じ 「出願」に同じ 「出願」に同じ おそらく「出願」に同じ

特許庁への書類の

提出

「出願」に同じ Registered e-Filer(EFS-Web)か

らアップロード

作成：書誌情報はOnline Filing

のフォームEP(1038E)で入力し、
ドキュメントはPatXMLで作成し

たものを添付する。
提出：File Managerの操作によ

る

「出願」に同じ 「出願」に同じ おそらく「出願」に同じ

提出書類の受領確

認

「出願」に同じ 電子メールでack（確認）が返っ

てくる

「出願」に同じ 「出願」に同じ 「出願」に同じ おそらく「出願」に同じ

庁発送書類の種別

識別

「出願」に同じ XMLファイル中にIFW Doc Codeが

記述されている。
例）

OA.EMAIL → Email
Notification

ABN → Abandonment

CTFR → Final Rejection

Mailboxのファイル名は下記形式

user reference-legal/postal
date-EPO application number-

EPO
document ID

不明 実物を確認はしていないが、恐

らく出願と同じ

おそらく「出願」に同じ

庁発送書類の有無
チェック

インターネット出願ソフトで人
手で庁書類の有無を確認する

（週一、火曜日が多い）

e-Office Actionで通知を受け、
Private PAIRで書類取り出し

※7日経っても取り出さないと郵

便が届く

Mailboxで受信。
10daysルール。

Webサイト上でログイン後、TO-
DOを確認できる。

（要確認）メール、ＳＭＳによ
る通知があったはず

Mailboxで受信。
STATUS画面で確認

CPCアプリで人手で庁書類の有無
を確認する。

※代理人は日に3回くらいチェッ
クするらしい

庁発送書類の受

領、閲覧

インターネット出願ソフトでダ

ウンロード
画面で表示

Private PAIRはからダウンロー

ド
（複数OAの一括ダウンロード

可）

転送不可。転送する場合はロー

カルにダウンロードする必要が
ある。

Webサイトにログインして、書類

をダウンロードし、閲覧ソフト
(NViewFile)に書類で、表示・印

刷する。

STATUS画面で確認 CPCアプリでダウンロード

画面で表示

庁発送書類の

Export

XML、HTMLフォーマットになる PDF形式ファイルのダウンロード pdf形式のダウンロード。

一括ダウンロードの場合はzip化
される。

Webサイトからダウンロードした

時点でzipファイル。

PDF ZIPファイル。中は階層構造に

なっており、XML形式のデータ
シートと、フォルダに分けて庁

書類のスキャン画像（tif形式）

が含まれる

データ項目自動読
み込みの可能性

XMLまたはHTMLタグを手がかりに
データ切り出しは可能

タグ付けされた項目も一番多い

XMLからデータを切り出すことは
可能

タグ付けされた項目はまだ少な

い

不明 XMLデータから可能と推察される
タグ付けデータは未確認

Status reportはXMLとPDF形式
タグ付けデータは未確認

XMLからデータを切り出すことは
可能

タグ付けされた項目はまだ少な

い
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各国庁電子出願システムの動向調査

※2014年度 情報システム委員会 第1小委員会調べ

主要国（５大庁＋WIPO）の電子出願システム ＜中間業務に関する機能＞
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JPOの庁指令にはXMLデータも同梱されており、指令書の内容の一部は
タグ情報化されている。

各国庁電子出願システムの動向調査

発送日、願番、適用条文などが
XMLデータとしても内包されている

JPOの拒絶理由通知とXMLデータ（例）

XML：eXtensible Markup Language
要素またはタグで情報が構造化されており、電
子文書の交換・配布・検索に適した国際標準の
データ様式。新しいタグを自由に定義でき、拡
張性が高い。

電子出願で取り扱うデータの例①
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SIPOの登録査定とXMLデータ（例）

SIPOの庁指令の一部にもXMLデータ（タグ情報）が同梱されている。
XMLデータ量はJPOより少ない。

各国庁電子出願システムの動向調査

電子出願で取り扱うデータの例②
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各国庁電子出願システムの動向調査

調査により判明したこと
日本に関しては、インターネット出願ソフトにより、出願も中間も統一的に行われ
るが、他国においては必ずしも同様の形態で行われているわけではない

・米国：指令はWebブラウザでUSPTOのPrivate PAIRにアクセスして取り出す

・中国：日本のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ出願ｿﾌﾄに非常に類似したｿﾌﾄｳｪｱで、出願・中間の書類の送受信

 電子的に取り出せるデータの様式も統一されていない
 ﾋﾞｭｱｰが容易に入手可能なPDFファイル
特許庁が提供する専用ﾋﾞｭｱｰが必要な様式

 コンピュータによるデータ処理に適した様式（例えばXML）でのデータ抽出が可
能な庁もあればそうでない庁もある

グローバルな知財情報の電子的流通を実現させるためには、統一された
様式の、コンピュータによるデータ処理に適したデータであることが求めら
れる。
⇒Machine ReadableなﾌｧｲﾙとしてXMLを採用することが望ましい



II. 2014年度の研究成果

2. 各国庁書類・項目対照表の作成
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・５大特許庁＋WIPOの庁書類と提出書類を調査

・書類と項目をマトリックス化し、共通／バラつきの度合いを分析

・出願人にとって、データ化（コード化、新規提供等）の必要性が高い
生死情報に直結する書類と項目にフォーカス

「生」･･･ex.審査中や権利存続中 ／ 「死」･･･ex.未審査みなし取下げ

各国庁書類・項目対照表の作成

「各国書類・項目対照表」の作成

2013年度

日本企業の進出先として注目される新興国(ｲﾝﾄﾞ、ﾛｼｱ、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ)に調査範囲を広げ
2013年度作成の「各国庁書類・項目対照表」に適合可能か検証を実施

2014年度



各国庁書類・項目対照表の作成
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各国庁書類・項目対照表の作成
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予備審査完了通知
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各国庁書類・項目対照表の作成

新興国の庁書類・項目の検証
～ 新興国の特許制度や書類様式には特徴がある （ロシア） ～

実体審査着手通知

出願番号通知

ロシアの通知書類は、「уведомление」通知で発行され、

本文を読まないと内容がわからない ⇒ 書類名での識別が難しい
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各国庁書類・項目対照表の作成

拒絶査定 特許査定

「特許査定」「拒絶査定」にあたる書類は

「решение」決定書と書かれてる

新興国の庁書類・項目の検証
～ 新興国の特許制度や書類様式には特徴がある （ロシア） ～
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各国庁書類・項目対照表の作成

官報

9.Decisao

 実体審査の結果は、官報（Revista da Propriedade Industrial；RPI）や審査
報告書をブラジル知財庁(INPI)で確認する

 官報に知財庁（INPI）による決議の種類（番号）が表示される

新興国の庁書類・項目の検証
～ 新興国の特許制度や書類様式には特徴がある （ブラジル） ～



各国庁書類・項目対照表の作成
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インドロシア中国 ブラジル タイ

新興国の庁書類・項目の検証

2013年度研究の各国庁書類・項目の共通化、ｺｰﾄﾞ化の手法が

有効であることを改めて確認した

書類様式に違いはあるが、特許の仕組みは大枠では共通であり、

生死に関わる情報に絞れば、横並びは可能である



各国庁書類・項目対照表の作成

庁書類・項目のコード化の意義
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★事務管理の標準化

２）クライアント毎の書類種別ルールに応じた
分類がなくなり、ミスなく納品することが可能

★情報の活用

１）外国OAをコードで蓄積することにより、Excel
やAccessを使った統計処理が容易にでき、
権利化業務の傾向や対策の分析が可能

２）予算立案
コードと費用と結びつけることで知財コストの
予測、予算立案が可能

代理人

庁書類・項目のコードが出来れば、迅速且つ正確な知財情報の電子的
流通の活性化に寄与し、ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰにとっても有益である

★データ精度の向上

１）生死にかかわる庁発送日や庁期限日を
自動取込することで確実な期限管理が可能

２）入力業務の工数削減とともに、
正しいデータを蓄積することが可能

出願人

★事務管理の標準化

１）各国言語で書かれた書類名をコード化する
ことで、熟練の事務管理スキルに頼ることなく、
管理を行うことが可能

共通効果
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各国庁書類・項目対照表の作成

庁書類・項目のコード化の意義
現状(JP)現状(JP)

中間ｺｰﾄﾞ ：審査・・・Axxxx 登録・・・Rxxxx
書類毎の識別：審査・受付ﾀｲﾌﾟ（→庁）

審査・発送ﾀｲﾌﾟ（庁→）
審査・庁内ﾀｲﾌﾟ（庁内）
審査・庁内ﾀｲﾌﾟ（庁戻し）

※整理標準化ﾃﾞｰﾀ仕様書XML編【第2.2版】抜粋

中間コードの応答判別用コード
“庁からの発送ﾀｲﾌﾟ”を細分化（または別の識別） → 1:通知 ／ 2:指令（応答要）

【コード化するうえでの思想】
特許性に対し肯定的か否定的かの庁判断が文章中に記述されている書類について、主文を独立した
項目としてコード化することで出願人の管理が容易になること
◆特に企業として権利化において応答が必要か（否定的見解であること）の判別が付くこと

コード体系（案）コード体系（案）

「各国庁種類・項目対照表」を共通ｺｰﾄﾞ化し、
更にはXML化された庁書類のﾌｧｲﾙにタグを埋め込むことで、

ユーザによる必要項目の自動取込も可能となる
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各国庁書類・項目対照表の作成

まとめ
 各国庁書類・項目の共通化、コード化の手法は新興国を含め有効
 「各国庁種類・項目対照表」を共通コード化し、XML化された庁書類の

ファイルにタグを埋め込むことで、ユーザによる必要項目の自動取込も
可能

 庁書類・項目のコードが出来れば、迅速且つ正確な知財情報の電子的
流通の活性化に寄与し、ステークホルダーにとっても有益である

グローバルな知財情報の電子的流通を実現するうえで、XMLのタグづけを
行うためにも、そのコンテンツとして、各国庁書類・項目が共通化・コード化
されていると有効である



II. 2014年度の研究成果

3. WIPO標準
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WIPO標準

28

各国庁電子出願システムとWIPO標準
各国特許庁から代理人等に対して電子データを送信するインフラは構築されつつ一方
で、現状は各国システムやデータ様式はバラバラ

各国庁が保有する情報を、庁同士または出願人との間で相互利用するために
は、書類様式やデータフォーマットを標準化する必要がある

※『特許行政年次報告書 2013年版（第６章）』より引用

庁側にとっても、グロー
バルドシエ等の取組を進
めるためには、これら標
準化が必要であると認
識している
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WIPO標準

各国庁電子出願システムとWIPO標準

【WIPO標準［WIPO Standard］】
言語や制度が違う各国特許庁の間で、知的財産権の情報を共通に扱うことが出来るよう、

世界知的所有権機関(WIPO)で決定された、各種記載要件をルール化したもの

※2014 特許・情報フェア&コンファレンス
「WIPOの取組と知財情報」 より引用

※『特許行政年次報告書 2013年版（第６章）』より引用

電子的な特許
出願書類等
の技術標準と
して、XMLが
推奨されてい
る



WIPO標準
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・電子的な特許出願書類等の技術標準として、
XMLを各国に推奨している

・日本特許庁も特実出願様式をPCT国際出願
の様式に揃えるとともに、電子的なﾌｫｰﾏｯﾄを
XML化対応済み

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾄﾞｼｴにおける各国庁間のﾃﾞｰﾀ
ﾌｫｰﾏｯﾄはXMLを標準としている。

※ただし、ﾌｫｰﾏｯﾄは各国共通とは限らない。

http://www.jetro-
ipr.or.kr/newsSearch_view.asp?news_idx=4257&syear=1999&smonth=1&sday=1&eyear=20
13&emonth=7&eday=11&keyword=&page=1

各国庁電子出願システムとWIPO標準

WIPO標準（WIPO Standards） ST.36/96

韓国(KIPO) 独自の標準→ST.96へ切り替え中

米国(USPTO) ST.96へ切り替え中

中国(SIPO) ST.36(現在、ST.96への切り替えを検討中)

日本(JPO) ST.36(現在、ST.96への切り替えを検討中)

ヨーロッパ(EPO) ST.36維持

ユーザーとしても、WIPO標準 ST96の有効性を検証したうえで、
各国特許庁に対してWIPO標準を軸とした共通化を要請していくべき



2013年出願件数

国名 国コード 電子出願システムの有無 庁内システム
公衆向けのオンラインで

の知財情報提供
特許 意匠 商標

バングラデシュ BD 無し IPAS 無し 303 1,232 11,581
ボツワナ BW 無し IPAS 17 13 1,073
ブルネイ BN 無し IPAS 38 11 1,135
カンボジア KH 無し IPAS 82 88 5,854
チリ CL 有り IPAS 有り 3,076 49,049

インド IN
有り

（2007年7月～）
独自システム 有り 42,960

インドネシア ID “WIPO File”を利用予定 IPAS 7,780 4,256 62,813
ケニア KE 無し IPAS 有り 96 86 3,975
ラオス LA 無し IPAS 無し 71 25 2,566

マレーシア MY 有り
独自システム

（ITMS、SOPRANO他）
有り 7,350 2,053 32,225

メキシコ MX 有り
独自システム

（SAGPAT、SIGMAR、
SIGAPPI他）

有り 15,444 4,011 107,063

モンゴル MN 有り
独自システム

（IPOM、GPDM他）
有り 265 128 1,779

ミャンマー MM 無し “IPAS”を利用予定 無し ―― ―― 5,082
パキスタン PK 無し IPAS 有り 934 464 20,822
パプア・ニューギニアPG 無し IPAS 無し 75 1 3,200

フィリピン PH 2015年完成？
IPAS
IIPMS

有り 3,074 1,337 22,108

タイ TH 無し 独自システム 有り 11,209 46,097

ベトナム VN 有り
IPAS

独自システム
有り 3,959

ARIPO AP 有り
独自システム
（Polite+）

有り 700 220 320

OAPI OA ？ ？ 有り 552 370 4,397

■2014年発明推進協会主催 ｶﾝﾄﾘｰﾚﾎﾟｰﾄから見る新興国の電子化状況

出願人からの電子出願を受付可能な国はまだ多くないが、WIPO提供の [IPAS]
を利用した庁内システムの導入は進んでいる
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主要国以外の電子出願システム

WIPO標準



（参考） WIPOが提供する各国知財庁向け支援
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2013年時点で、61カ国がWIPOプラットフォームで庁内システムを構築

＝WIPO標準と親和性の高い庁内システムが新興国を中心に増えている＝

■WIPOは、受理、分類、審査、公開、通知、登録、文書のデジタル化を含む主
要な業務プロセスをサポートする汎用・カスタマイズ可能なソフトウェアを提供

※2014 特許・情報フェア&コンファレンス 「WIPOの取組と知財情報」 より引用

主要国以外の電子出願システム



III. ステークホルダへの意見発信

1. ５大庁の取組み

（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾄﾞｼｴﾀｽｸﾌｫｰｽ［GDTF］）

33



・各国特許庁の審査官や職員のみならず、出願人や一般公衆を含む知的財産
に関わる全てのユーザにとって役立つと期待されるサービスと、このサービス
の提供を早期に実現するためのITインフラの構築を目指す将来ビジョン

（複数の国への出願手続きを容易にするサービスや、各国特許庁が保有する出願・審査書類情報（ドシエ情報）
へのアクセス性を高めて、特許庁における審査業務の効率化や公衆監視の負担を軽減するようなサービスの提
供を想定）

・2012年6月 五大特許庁長官会合 （フランス・コルシカ島）
「グローバル・ドシエ・タスクフォース（GDTF）」の設置を決定

・2013年1月 第１回GDTF会合 （オランダ・ハーグ）
五庁、WIPO、各地域のユーザ団体が活発に議論

・2013年6月 五大特許庁長官会合 （米国・シリコンバレー）

五庁の審査結果をワンストップで取得するシステムの稼働承認

・2014年6月 五大特許庁長官会合 （韓国・プサン）

・2015年1月 第２回GDTF会合 （中国・蘇州）

34

庁の動向（グローバル・ドシエ構想）

ステークホルダへの意見発信



ステークホルダへの意見発信
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情報ｼｽﾃﾑ委員会・国際政策PJ主導で、JIPA内の要望・意見を取り纏めたうえ、
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾄﾞｼｴ・ﾀｽｸﾌｫｰｽにて発信。

庁の動向（グローバル・ドシエ構想）

JIPAからの意見発信 ［2015年1月 第2回ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾄﾞｼｴ・ﾀｽｸﾌｫｰｽ会合］

http://www.fiveipoffices.org/industry-consultation/gdtf2015/jipapresentation.pdf
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ステークホルダへの意見発信

庁の動向（グローバル・ドシエ構想）

日本特許庁からは、機械的に読取り可能なﾀｸﾞが付けられたﾃﾞｰﾀ（XML）にて、
出願人に対して全ての出願書類が発信されるべきとの旨を発信。

日本特許庁からの意見発信 ［2015年1月 第2回ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾄﾞｼｴ・ﾀｽｸﾌｫｰｽ会合］

http://www.fiveipoffices.org/industry-consultation/gdtf2015/jpogdproposal.pdf



ステークホルダへの意見発信
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知財情報の電子的な流通に、主要国特許庁も具体的に動き始めた！

庁の動向（グローバル・ドシエ構想）

2015年1月 第2回ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾄﾞｼｴ・ﾀｽｸﾌｫｰｽ会合での結果

5大庁が、共通化に向けた優先的課題を設定し、取組みを開始することに！

http://www.fiveipoffices.org/industry-consultation/gdtf2015/industryIP5conclusion.pdf



ステークホルダーへの意見発信

まとめ

 グローバルタスクフォースの席上でユーザーの立場から意見発信を
行ってきた。

 特許庁側でも知財情報の電子的流通に関する動きは活発になってき
ており、その中でXMLデータ化の推進を検討テーマとして取り上げて
いる。
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今後もユーザーのニーズが盛り込まれるよう継続して

意見発信を続けていきたい
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審査情報共有による早期審査や審査効率化を目的に、五大特許庁で審査関連
情報を共有することに特化したシステム

ﾜﾝﾎﾟｰﾀﾙ・ﾄﾞｼｴの公衆利用を図り
ながら、本システムを基に上位概
念であるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾄﾞｼｴ構築にシ
フト

・各国庁の審査官向けOPDは既に完成
（2013年7月）

・JPOのOPDは、WIPO-CASEに接続
⇒英国、豪州、カナダとも情報共有
（2014年3月）

http://www.fiveipoffices.org/industry-consultation/june2014/linkageOPD.pdf

ワンポータル・ドシエ（OPD）

ステークホルダへの意見発信



40http://www.fiveipoffices.org/industry-consultation/june2014/linkageOPD.pdf

ワンポータル・ドシエ（OPD）

【参考】 JPOのOPD（審査官向け） 画面イメージ

ステークホルダへの意見発信
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http://www.fiveipoffices.org/industry-consultation/june2014/frameworkpublicaccess.pdf

他庁への
情報提供

公衆向け
機能開示

各庁毎に
開発可

ワンポータル・ドシエ（OPD）

【参考】 公衆向けOPDのスケジュール

ステークホルダへの意見発信
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SIPO提供データ

原文 翻訳

http://www.epo.org/searching/free/register/20140605.html

ワンポータル・ドシエ（OPD）

【参考】 EPO 公衆向けOPD

ステークホルダへの意見発信



IV. まとめ
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まとめ（2014年度の活動を通じて）

現在のところ、各国特許庁の電子出願システムやデータ様式等は各国ごとに
異なるが、各国特許庁から代理人等に対して電子データを送信するインフラ（
電子流通のためのパイプ）は構築されつつある

各国庁が保有する情報を、庁同士または出願人との間で相互利用するために
は、書類様式やデータフォーマットを標準化する必要があるが、 WIPO標準がそ
の役割を果たすべきである

グローバルドシエ等の進展の中で、XMLデータフォーマットを含め WIPOの標準
への準拠の機運が高まっている（更に、WIPOの各国知財庁へのシステム支援
の結果、WIPO標準と親和性の高い庁内システムをもつ新興国も増えている）

我々は今後、我々のニーズをWIPO標準に取り込まれるように（例えば、出願人
が記載を望む「各国庁書類・項目対照表」（期限日等を含む）の内容がST.36も
しくはST.96に反映されるように）、継続して働きかけを行う必要がある。
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各国特許庁と出願人との間での知財情報の電子流通/自動化を目指す
（自社知財管理システムへの取り込み負荷の軽減）



情報プロバイダー（WIPO or 民間）

出願人

各国特許庁

代理人

【管理コスト削減】
権利化に必要なシステム・運用・管理
工数の削減や質向上が図れる

【管理コスト削減】
権利化に必要なシステム・運用・管理
工数の削減や質向上が図れる

まとめ（最終的な理想像）

全ての関係者が、Win-Winの関係を築けることを目指す

45

情報プロバイダーを介して、庁と出願人/代理人が最適な情報保有へ
（小規模ユーザ向けクラウドシステム、標準化されたデータの提供等）

【高品質サービス】【報告負荷軽減】
各国の審査状況を参考に最適な対応
が可能

【高品質サービス】【報告負荷軽減】
各国の審査状況を参考に最適な対応
が可能

【審査負荷軽減】
他国の審査情報を利
用して自国の審査負
荷を軽減できる

【審査負荷軽減】
他国の審査情報を利
用して自国の審査負
荷を軽減できる

【事業拡大】
対象国を増加させ、
利用者やサービスの拡
大を図り、事業を大き
くできる

【事業拡大】
対象国を増加させ、
利用者やサービスの拡
大を図り、事業を大き
くできる




